
様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20210 0 0 6 5 4

件 名 等 移住・定住希望者向け地域の魅力体験ツアー実施業務委託

契 履行場所 市内旧避難指示区域及び市内旧避難指示区域から周遊が可能な範囲

種 類 業務委託
約

　小高区をはじめ、旧避難指示区域への県外からの移住・定住を促進するため、移住・定住希望者等に当該地域

の魅力を訴求できるコンテンツを活用した、「移住・定住希望者向け地域の魅力体験ツアー」の実施を通して、
内

当該地域への移住に向けた意識の醸成及び移住・定住者及び交流人口の拡大をを図る。

概 要
容

株式会社Ｈｕｂｅｒ．
名 称

相

手 代 表 者 代表取締役　紀陸　武史

方 神奈川県　鎌倉市　大町一丁目１－１４
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

　公募型プロポーザル方式による業者選定を実施し、最優秀者提案者として選定した上記業者と随意契約するも

の。

随

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　小高区地域振興課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20210 0 0 6 5 9

件 名 等 クリーン原町センターごみクレーン法定点検業務委託

契 履行場所 南相馬市原町区上北高平字東高松地内

種 類 業務委託
約

ごみ焼却施設のごみクレーンについて、クレーン等安全規則第３４条に基づく、法定自主点検を行うもの。

①ごみクレーン年次点検　２台（予備機含む）
内

②交換部品２台分（予備機含む）

・ワイヤーロープ（常用機）　　　４本　　　・ワイヤーロープ（予備機）　　　１本
概 要

・制御盤内補助リレー　　　　　　６個　　　・制御盤内電磁接触器　　　　　　６個容
・巻取機カーボンブラシ　　　　　２セット　・油圧バケット作動油　　　　　１６缶

・油圧バケットストレーナー　　　２個　　　・バケット給電ケーブル　　　　　２本

東洋ホイスト株式会社　東京支店
名 称

相

手 代 表 者 支店長　東谷　卓哉

方 東京都　品川区　南大井六丁目２５番１４号
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

　東洋ホイスト株式会社は、当該設備を製造した事業者であり、かつクレーン点検等の自主検査資格を有してい

る。

　このことから、当該設備の法定点検及び機器の性能維持を適切かつ的確に行うことができるのは当該業者のみ
随

であるため、随意契約とするもの。

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　市民生活部生活環境課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20210 0 0 6 6 0

件 名 等 粗大ごみ施設破砕機補修業務委託

契 履行場所 南相馬市原町区上北高平字東高松地内

種 類 業務委託
約

　粗大ごみ処理施設において、破砕機の性能を維持するため破砕機ハンマー交換補修を行うもの。

　破砕機ハンマー交換　１箇所
内

　交換部品　アンビル取付ボルト（Ｎ、ＨＮ含む）　６組

　　　　　　ハイマンガン鋼特殊溶接棒　　　　　５０kg
概 要

容

メタウォーター株式会社　東北営業部
名 称

相

手 代 表 者 部長　伊藤　克美

方 宮城県　仙台市　青葉区一番町一丁目９番１号仙台トラストタワー
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

　当該設備は栗本鉄工所が製造した設備であり、現在はメタウォーター株式会社が全て技術譲与を受けている。

　このことから、当該設備の機器の性能維持を適切かつ的確に行うことができるのは当該業者のみであるため、

随意契約とするもの。
随

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　市民生活部生活環境課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20210 0 0 6 6 1

件 名 等 最終処分場浸出汚水処理施設№1活性炭入替業務委託

契 履行場所 南相馬市鹿島区塩崎字内ノ倉地内

種 類 業務委託
約

浸出汚水処理施設の水処理の性能維持のため、処理能力が低下した活性炭吸着塔内部の砂、活性炭のろ材の交換

を行うもの。
内

　支持砂利　8～12mm　　640L

　支持砂利　4～8mm　　 200L
概 要

　支持砂利　2～4mm　　 200L容
　活性炭ＮＨカーボン　ＬＣＢ－１０３０ＰＣ（石炭系排水処理用）　3,650L

株式会社野田工業所
名 称

相

手 代 表 者 代表取締役　野田　傳

方 福島県　郡山市　大槻町字原田５番地１
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

　当該設備は、エスケーエンジニアリング㈱が製造した設備であり、現在は㈱野田工業所が全て技術譲与を受け

ている。

　このことから、ろ材交換後の機器の調整及び試験を適切かつ的確に行うことができるのは当該業者のみである
随

ため、随意契約とするもの。

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　市民生活部生活環境課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20210 0 0 6 7 3

件 名 等 食品等放射能簡易分析装置保守点検業務委託（学校教育課分）

契 履行場所 学校給食センター、原町第一小学校、石神第二小学校、小高小学校、原町第一中学校

種 類 業務委託
約

　学校給食に対する安全安心の確保を図るため、放射能簡易分析装置１０台を学校給食センター、原町第一小学

校、石神第二小学校、小高小学校、原町第一中学校に配置し、給食食材等の検査を行っている。当該分析装置に
内

ついては、放射能測定の正確性を確保するために年に一回の保守点検を行う必要があることから、保守点検業務

を委託するもの。
概 要

容
作業予定　学校給食センター３台、小高小学校１台、原町第一小学校２台　１１月に実施

　　　　　石神第二小学校２台、原町第一中学校２台　１２月に実施

　　　　　２月末まで作業報告書提出

宝化成機器株式会社
名 称

相

手 代 表 者 代表取締役　井上　昭二

方 福島県　郡山市　喜久田町卸一丁目６２番地１
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

本市学校給食センター及び市内小中学校に設置してある分析装置「ＣＡＮ－ＯＳＰ－ＮＡＩ」１０台については

当該事業者が納入者であり、分析装置の保守点検は当該事業者しか行えないことから、随意契約とする。

随

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　教育委員会教育委員会事務局学校教育課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20210 0 0 6 7 4

件 名 等 戸籍総合システム保守点検業務委託

契 履行場所 南相馬市役所本庁・南相馬市役所西庁舎３階情報係内

種 類 業務委託
約

戸籍システムの保守点検業務を行う。

内
対象機器　・戸籍総合システム用サーバ（正・副）　各１式

　　　　　・戸籍総合システム用クライアント　１０台　　ほか
概 要

業務内容　・システム関連問い合わせ対応容
　　　　　・システム全体状況確認（ひと月１回以上、訪問による）

　　　　　・機器障害時の修理等対応　　　ほか

株式会社日立システムズ　東北支社
名 称

相

手 代 表 者 支社長　井上　望

方 宮城県　仙台市　青葉区本町二丁目１５番１号
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

　株式会社日立システムズは、現在運用中の戸籍システム構築業者であり、当該業者しか保守業務を行えないた

め随意契約とする。

随

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　市民生活部市民課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20210 0 0 6 7 9

件 名 等 各種証明書コンビニ交付サーバ保守業務委託

契 履行場所 南相馬市役所西庁舎３階情報係内

種 類 業務委託
約

各種証明書コンビニ交付サーバ保守業務委託を行うことにより安定的な運用を図る。

内
保守範囲　・保守対象ハードウェア

○各種証明書コンビニ交付サーバ　１台
概 要

○各種証明書コンビニ交付ファイアウォール　　２台容
○各種証明書コンビニ交付スイッチングＨＵＢ　２台

株式会社日立システムズ　東北支社
名 称

相

手 代 表 者 支社長　井上　望

方 宮城県　仙台市　青葉区本町二丁目１５番１号
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

各種証明書コンビニ交付サーバは当該業者がシステムの構築をしていることから、当該業者以外では保守を行う

ことができないため、株式会社日立システムズと随意契約をすることとする。

随

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　市民生活部市民課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20210 0 0 6 9 4

件 名 等 小中学校庭木剪定業務委託

契 履行場所 小中学校１７校

種 類 業務委託
約

市内１７小中学校に庭木の剪定、刈込み、整枝作業。

業務委託施設周りの施設案内看板や交通標識等を考慮した刈込みを行うとともに、敷地境界より庭木が道路側に
内

突出しないように刈込む。

庭木剪定数【黒松・金木犀等：約3400本】
概 要

容

公益社団法人南相馬市シルバー人材センター
名 称

相

手 代 表 者 理事長　渡部　定幸

方 南相馬市　原町区東町三丁目７８番地
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

□ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

■ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

　本業務は小中学校の中低木の剪定業務であり、高所作業車等を必要としない簡易な剪定業務である。上記業者

は当該業務を的確に遂行できる人的能力を有していることから、高齢者の就業の機会の確保と社会参加に寄与す

るため、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第３号によりシルバー人材センターとの随意契約とする。
随

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　教育委員会教育委員会事務局教育総務課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20210 0 0 7 0 1

件 名 等 南相馬市光ケーブル支障移転業務委託（小高区浦尻地内ほか）

契 履行場所 小高区浦尻地内ほか

種 類 業務委託
約

東北電力柱、ＮＴＴ柱の撤去、移転に伴い、そこに共架している光ファイバケーブルについて移架する必要が生

じたことにより、支障移転業務を委託するもの。
内

光ケーブル経路詳細設計　1.562km
概 要

対象設備名容
東北電力柱　浦尻線18-21_26-28_38-53

ＮＴＴ柱　　下浦線33-33_D34-40

東日本電信電話株式会社　宮城事業部福島支店
名 称

相

手 代 表 者 支店長　畠山　良平

方 福島県　福島市　山下町５番１０号
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

光ファイバーケーブルの移設については、光ファイバ芯線の賃貸借に関する契約の規定に基づき、当該業者が実

施することとなっていることから、当該業者と随意契約とするもの。

随

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　総務部総務課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20210 0 0 7 0 6

件 名 等 緊急浚渫推進事業浚渫（普通河川北ノ入川外）業務委託

契 履行場所 南相馬市鹿島区栃窪字北ノ入地内外

種 類 業務委託
約

浚渫（河川）

　北ノ入川　一式
内

　西ノ沢川　一式

　館ノ沢川　一式
概 要

　屋敷沢川　一式容
  川原田川　一式

　片草川　　一式

　小屋木川　一式

南相馬市復興事業協同組合
名 称

相

手 代 表 者 理事長　石川　俊幸

方 南相馬市　原町区橋本町四丁目４３番地１
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

　当該業務は、市内の準用・普通河川内の堆積土砂及び繁茂樹木の撤去を行う業務である。今回、業務を実施す

る７河川は市内各区に点在し、各河川において地元調整、仮設、土砂浚渫、運搬、残土処理など、一連の作業を

渇水期である冬期に作業を行うことから、気象状況を踏まえながら短期間で作業を行う必要がある。
随

　当該業者は、数多くの市内業者で構成されており、作業員や重機の確保が出来ること、また現場の状況、気象

状況などの変化にも即時対応出来ることなど、本業務を遂行出来るのは当該業者のみであるため、随意契約とす意
るものである。

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　建設部土木課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20210 0 0 7 0 7

件 名 等 鹿島浄化センター汚水ポンプ分解整備業務委託

契 履行場所 南相馬市鹿島区北右田字榎内地内

種 類 業務委託
約

No.1汚水ポンプオーバーホール　１台

内

概 要
容

新明和アクアテクサービス株式会社　郡山ステーション
名 称

相

手 代 表 者 所長　五十嵐　純二

方 福島県　郡山市　安積二丁目２１０番地
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

　当該業者は既存設備の製造設置メーカーであり、本業務については既存設備との互換性が生じることから、履

行可能な業者は当該業者のみであるため随意契約としたい。

随

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　建設部下水道課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030





様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20210 0 0 7 4 2

件 名 等 南相馬市光ケーブル支障移転業務委託（鹿島区御山地内）

契 履行場所 南相馬市鹿島区御山地内

種 類 業務委託
約

相双建設事務所による道路改良工事に伴い東北電力柱、ＮＴＴ柱の撤去、移転が生じた。

それに伴いそこに共架している光ファイバケーブルについて移架する必要が生じたことから、
内

支障移転業務を委託するもの。

概 要
光ケーブル経路詳細設計　0.53km容
対象設備名

御山線23L3他

東日本電信電話株式会社　宮城事業部福島支店
名 称

相

手 代 表 者 支店長　畠山　良平

方 福島県　福島市　山下町５番１０号
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

光ファイバーケーブルの移設については、光ファイバ芯線の賃貸借に関する契約の規定に基づき、当該業者が実

施することとなっていることから、当該業者と随意契約とするもの。

随

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　総務部総務課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20210 0 0 7 4 7

件 名 等 南相馬チャンネル北海老送信局アンテナ本移設業務委託

契 履行場所 鹿島区北海老字林崎地内

種 類 業務委託
約

　これまで南相馬チャンネル北海老送信局アンテナは、北海老消防屯所の火の見櫓に設置されていたが、火の見

櫓の解体に伴い、現在アンテナは仮設柱に仮移設されている。
内

　今回ホース乾燥塔が完成することから、アンテナを仮設柱からホース乾燥塔に本移設するもの。

概 要
容

株式会社ＮＨＫテクノロジーズ　仙台総支社
名 称

相

手 代 表 者 総支社長　鈴木　勝浩

方 宮城県　仙台市青葉区　本町１－１１－１１　ハニックスビル５階
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

　本事業を行うためには、エリア放送に関する専門的な知識及び技術が必要となり、送信局の移設だけではなく

、送信電波の出力調整も必要となるため、南相馬チャンネル送信局設置業者である当該事業者でなければ履行で

きないことから、随意契約とするもの。
随

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　総務部総務課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20210 0 0 7 5 0

件 名 等 南相馬市防災備蓄倉庫　電動式移動棚保守点検業務委託

契 履行場所 南相馬市防災備蓄倉庫

種 類 業務委託
約

　南相馬市防災備蓄倉庫内に設置されている電動式移動棚の保守点検業務

内
　６連複式主列稼働棚ほか　計７台

概 要
容

株式会社ＩＨＩ物流産業システム
名 称

相

手 代 表 者 取締役サービス本部長　中森　朋章

方 東京都　江東区　豊洲３丁目１番１号
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

　当該業者は、本市防災備蓄倉庫の電動式移動棚を製造・設置した業者である。

　適切な保守点検の実施にあたっては、独自の技術力が必要となるため、他の業者での実施は困難であることか

ら、当該業者と随意契約とするもの。
随

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　復興企画部危機管理課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20210 0 0 7 5 9

件 名 等 南相馬市移住促進プログラム実施業務委託

契 履行場所 南相馬市内

種 類 業務委託
約

地方に移住して働きたい・起業したいという意向を持った若い世代を対象に、ワークショップを通じて、本市の

社会課題に対する認知と、その解決のための事業アイデアを創出することにより、本市と関わる機会の創出を図
内

るとともに、移住を決断するうえで大きな要因となるものは「仕事」であるとの認識のもと、本市の社会課題を

認知し、それを踏まえて、新たな事業・仕事の創出の可能性を自ら体感することで、移住の促進を図る。
概 要

容

ＭＹＳＨ合同会社
名 称

相

手 代 表 者 代表社員　向井　裕人

方 東京都　世田谷区　桜丘三丁目３７－１８
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

本業務においては、地方に移住して働きたい・起業したいという意向を持った若い世代を対象に、ワークショッ

プを通じて、本市の社会課題に対する認知と、その解決のための事業アイデアを創出することにより、本市と関

わる機会の創出を図るとともに、移住を決断するうえで大きな要因となるものは「仕事」であるとの認識のもと
随

、本市の社会課題を認知し、それを踏まえて、新たな事業・仕事の創出の可能性を自ら体感することで、移住の

促進に結びつけることを目的としている。意
そのため、プロポーザル方式にて必要な企画立案から専門的なノウハウ、ネットワークを有する事業者から、企

画提案書及びプレゼンテーション・ヒアリングを総合的に審査した結果、当該事業者が本事業の候補事業者に選契
定されたため、随意契約するものである。

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　経済部移住定住課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20210 0 0 7 6 7

件 名 等 原二小・高平小消防設備更新業務委託

契 履行場所 原町第二小学校、高平小学校

種 類 業務委託
約

①原二小

　自動火災報知設備・防排煙制御盤　複合受信機更新　一式
内

　※既設筐体は再利用とする。

②高平小
概 要

　自動火災報知設備　受信機更新　一式容

株式会社ＡＳ防災
名 称

相

手 代 表 者 代表取締役　塩野　陽俊

方 南相馬市　原町区北町３２９番地の３
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

□ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

■ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

　本業務は自動火災報知設備・防排煙制御盤　複合受信機（原二小）と自動火災報知設備　受信機（高平小）の

更新業務である。

　現在原二小の複合受信機は修繕ができない故障によって消火栓ポンプが起動しない状態となっており、高平小
随

の受信機についても、故障後応急修繕を行ったものの、経年劣化が激しく故障の再発の可能性が高い状況にある

。消火栓ポンプは火災の際に正常に作動しないと人命にかかわることから、児童と教職員の安全のため早急に受意
信機を更新する必要がある。

　当該業者は、令和３年度、当該施設の消防設備保守点検業務を行っており、設備の状況や不具合箇所の解消方契
法を把握していることから、速やかに、かつ適切に業務を行うことができる唯一の業者であるため随意契約とす

約 る。

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　教育委員会教育委員会事務局教育総務課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20210 0 0 7 6 9

件 名 等 南相馬市光ケーブル支障移転業務委託（小高区井田川地内）

契 履行場所 南相馬市小高区井田川地内

種 類 業務委託
約

相双農林事務所による復興基盤総合整備事業（圃場整備）に伴い東北電力柱、ＮＴＴ柱の撤去、移転が生じた。

それに伴いそこに共架している光ファイバケーブルについて移架する必要が生じたことから、
内

支障移転業務を委託するもの。

概 要
光ケーブル経路詳細設計　0.728km容
対象設備名

井田川線23D、24～35

東日本電信電話株式会社　宮城事業部福島支店
名 称

相

手 代 表 者 支店長　畠山　良平

方 福島県　福島市　山下町５番１０号
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

光ファイバーケーブルの移設については、光ファイバ芯線の賃貸借に関する契約の規定に基づき、当該業者が実

施することとなっていることから、当該業者と随意契約とするもの。

随

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　総務部総務課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20210 0 0 7 7 4

件 名 等 南相馬市光ケーブル支障移転業務委託（鹿島区南屋形字川子内地内）

契 履行場所 南相馬市鹿島区南屋形字川子内地内

種 類 業務委託
約

東北電力柱の経年劣化に伴いコンクリート柱の立替が生じた。

それに伴いそこに共架している光ファイバケーブルについて再添架を行う必要が生じたことから、
内

支障移転業務を委託するもの。

概 要
光ケーブル経路詳細設計　0.409km容
対象設備名

舘線1～8

東日本電信電話株式会社　宮城事業部福島支店
名 称

相

手 代 表 者 支店長　畠山　良平

方 福島県　福島市　山下町５番１０号
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

光ファイバーケーブルの移設については、光ファイバ芯線の賃貸借に関する契約の規定に基づき、当該業者が実

施することとなっていることから、当該業者と随意契約とするもの。

随

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　総務部総務課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20210 0 0 7 8 1

件 名 等 南相馬市地方公務員定年延長に係る例規整備等支援業務委託

契 履行場所 南相馬市役所　総務部総務課

種 類 業務委託
約

　地方公務員法の一部を改正する法律の成立に伴う定年延長について、限られた期間内において円滑かつ適

切な対応を図るため支援業務委託を実施する。
内

【委託内容】

　・例規影響調査、検討・整理事項の支援
概 要

　・制度移行のための相談、研修、情報提供容

株式会社ぎょうせい　東北支社
名 称

相

手 代 表 者 支社長　山田　真也

方 宮城県　仙台市　青葉区錦町一丁目６番３１号
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

　本業務は、地方公務員の定年延長に係る法改正に伴い、制度理解を目的とした研修の実施及び例規改正の支援

など、制度移行の支援を行うものである。

　当該業者は、地方自治法等、自治体にかかる法令に精通するとともに、例規改正についての知見を有しており
随

、かつ本市の例規システムの受託事業者でもあることから、各種例規の改正状況を熟知している。

　以上のことから、本業務を円滑かつ適切に履行できる唯一の事業者であるため随意契約とするもの。意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　総務部総務課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20210 0 0 7 8 5

件 名 等 食を通じた魅力向上事業業務委託

契 履行場所 経済部観光交流課

種 類 業務委託
約

新規グルメの開発を通じて本市の観光地としての価値を向上させることで「原発被災地」というネガティブなイ

メージを「魅力あるグルメのあるまち」というポジティブなイメージに上書きし、県外や国外からの誘客を増加
内

させるとともに、「飲食店を経営する人や実際の店舗が賑わう様子」といった「食に関わる営みのイメージ」と

いった、これまでとは異なるアプローチにより風評払拭に資する情報を積極的に発信することで、県外や国外の
概 要

方が持つ「漠然とした不安」の払拭を図るもの。容

株式会社東日本朝日広告社
名 称

相

手 代 表 者 代表取締役社長　菅原　勝朗

方 宮城県　仙台市　青葉区本町二丁目２番６号朝日新聞仙台ビル７階
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

本業務は、新規グルメの開発と情報発信を通じ、本市の食に対する風評払拭を目的とした業務であり、多くの飲

食関係者へのヒアリングや食文化に関する調査分析が求められるほか、専門家によるワークショップなどを通し

て魅力的なグルメの開発に繋げることや、風評払拭に資する効果的な情報発信を行う必要があることから、調査
随

分析能力や類似業務の実績を有する事業者から企画提案書を徴し、その内容を勘案して評価するプロポーザル方

式を採用することで効果的な業務の実施を目指すものです。意
同業務公募型プロポーザル実施要領に基づき、開催した同業務公募型プロポーザル審査委員会において上記業者

の企画提案が最も優秀であると評価されたことから、同社と随意契約とするものです。契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　経済部観光交流課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20210 0 0 7 9 0

件 名 等 おだかぐらしプロモーション事業業務委託

契 履行場所 南相馬市内

種 類 業務委託
約

　南相馬市外から小高区への移住・定住を促進するため、「働き方」「暮らし方」の魅力・実情・可能性などの

情報を、様々なメディアを活用して発信し、南相馬市小高区の知名度・理解度とイメージ向上を図る。
内

概 要
容

株式会社東北博報堂　福島支社
名 称

相

手 代 表 者 支社長　橋本　正次

方 福島県　郡山市　清水台一丁目３番８号　郡山商工会議所会館４Ｆ
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

　公募型プロポーザル方式による業者選定を実施し、最優秀者提案者として選定した上記業者と随意契約するも

の。

随

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　小高区地域振興課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20210 0 0 7 9 9

件 名 等 南相馬市光ケーブル支障移転業務委託（鹿島区北屋形字新浦向地内）

契 履行場所 南相馬市鹿島区北屋形字新浦向地内

種 類 業務委託
約

市道1級7号線道路改良舗装工事に伴いＮＴＴ柱の撤去が生じた。

それに伴いそこに共架している光ファイバケーブルについて移架する必要が生じたことから支障移転業務を委託
内

するもの。

光ケーブル経路詳細設計　0.273km
概 要

対象設備名容
行沼線37右34～37右38

東日本電信電話株式会社　宮城事業部福島支店
名 称

相

手 代 表 者 支店長　畠山　良平

方 福島県　福島市　山下町５番１０号
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

光ファイバーケーブルの移設については、光ファイバ芯線の賃貸借に関する契約の規定に基づき、当該業者が実

施することとなっていることから、当該業者と随意契約とするもの。

随

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　総務部総務課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20210 0 0 8 0 0

件 名 等 小高川ポンプ場Ｎｏ.２ポンプ原動機分解整備業務委託

契 履行場所 南相馬市小高区大井字観音前地内

種 類 業務委託
約

Ｎｏ.２ポンプ原動機分解整備　１式

内
　本業務は、降雨時の浸水被害解消を図る当該施設のポンプ設備に突発的な故障が発生したことにより、災害等

に備え緊急に分解整備業務を実施するものである。
概 要

容

ヤンマーエネルギーシステム株式会社　いわき営業所
名 称

相

手 代 表 者 所長　添田　浩二

方 福島県　いわき市　小名浜住吉字飯塚４４番地１
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

　当該業者は既存設備の製造メーカであり、部品交換において既存設備との互換性が生じるため、当該業者のみ

履行可能であることから随意契約としたい。

随

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　建設部下水道課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20210 0 0 8 0 1

件 名 等 南相馬市新型コロナウイルスワクチン追加接種用接種券一体型予診票等印刷及び封入封緘
業務委託

契 履行場所 新型コロナ対策課

種 類 業務委託
約

新型コロナウイルスワクチン追加接種（３回目接種）に必要な接種券の印刷及び封入・封緘

【印刷内容】　　　　　　　　　　【印刷部数】
内

①接種券一体型予診票・接種済証　　　５６，０００部

②ワクチン説明書　　　　　　　　　　５６，０００部
概 要

③バス運行表　　　　　　　　　　　　２４，０００部（高齢者分のみ）容
④ワクチン予約システム関係通知　　　５６，０００部

⑤チラシ（２種類）　　　　　　　　各５６，０００部

⑥窓あき封筒　　　　　　　　　　　　５６，０００部

株式会社タナカ　郡山支社
名 称

相

手 代 表 者 支社長　宮川　公伸

方 福島県　郡山市　安積荒井一丁目１６０番地
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

□ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

■ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

　本業務は、新型コロナウイルスワクチン追加接種（３回目接種）の体制確保のために、緊急的に新型コロナウ

イルスワクチン用接種券の印刷及び封入封緘を行うものである。

　追加接種については、医療従事者の接種を１２月から行う予定であるため、印刷データの引き渡しから納品ま
随

でを短期間で行う必要がある。

　当該業者は、市が発注する他の印刷封入封緘業務において複数実績を有しており、本業務を適切かつ確実に履意
行するための技術を有していること、また、市の業務スケジュールに沿った業務履行が可能な唯一の業者である

ことから、随意契約するもの。契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　健康福祉部新型コロナ対策課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20210 0 0 8 0 2

件 名 等 南相馬市産農産物等ＰＲポータルサイト構築等業務委託

契 履行場所 南相馬市役所　農政課

種 類 業務委託
約

情報発信を行うにあたっての具体的なターゲットや目標を設定するための調査・分析を実施し、その結果に基づ

く効果的な情報発信に資するための指針を定めるとともに、情報発信の核となるポータルサイトの立ち上げを行
内

い、市内で生産される農産物等の特徴や魅力、生産者の想いなどを発信するための基盤を構築する

概 要
容

株式会社ＪＴＢコミュニケーションデザイン
名 称

相

手 代 表 者 代表取締役　古野　浩樹

方 東京都　港区　芝三丁目２３番地１号
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

令和３年１１月１０日に開催した南相馬市産農産物等ＰＲポータルサイト構築等業務プロポーザル審査委員会に

おいて、事業者が提出した企画提案書等の内容を審査した結果、上記の相手方が本事業の候補事業者に選定され

たため、当該事業者と随意契約するものである。
随

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　経済部農政課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20210 0 0 8 0 5

件 名 等 原町第一下水処理場細目除塵機他分解整備業務委託

契 履行場所 南相馬市原町区錦町三丁目地内

種 類 業務委託
約

細目除塵機分解整備　１台

1-2消化槽撹拌機分解整備　１台
内

概 要
容

三機環境サービス株式会社　東北営業所
名 称

相

手 代 表 者 所長　神谷　俊一

方 宮城県　仙台市　青葉区一番町二丁目８番１０号
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

　当該業者は既存設備の製造設置メーカーであり、本業務については既存設備との互換性が生じることから、履

行可能な業者は当該業者のみであるため随意契約としたい。

随

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　建設部下水道課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20210 0 0 8 0 8

件 名 等 南相馬市敬老記念品等支給事業業務委託

契 履行場所 健康福祉部長寿福祉課

種 類 業務委託
約

新型コロナウイルス感染症の流行に伴い、本市における敬老会の開催が困難な状況にあることから、今年度７５

歳以上となる高齢者に商品券及び記念品を支給するため、商品券の発行及び換金、商品券及び記念品の送付等の
内

業務を委託する。

概 要
対象者数見込み　11,000人程度容

株式会社日専連ライフサービス
名 称

相

手 代 表 者 代表取締役社長　菅原　亨

方 宮城県　仙台市青葉区　中央一丁目３番１号　ＡＥＲ９Ｆ
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

　南相馬市敬老記念品等事業で支給する商品券については、使用する高齢者及び商品券取扱店の利便性を考慮し

、商工労政課実施の消費喚起応援事業と同様の給付方法を実施するため、同事業で発行する商品券を増刷して対

応することとしている。
随

　当該業者は、消費喚起応援事業の受注者であることから、本業務を包括して履行することができる唯一の事業

者であるため随意契約とするもの。意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　健康福祉部長寿福祉課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20210 0 0 8 1 3

件 名 等 （仮称）南相馬市アグリテックカレッジ開設に向けた基礎調査業務委託

契 履行場所 イノベ政策課

種 類 業務委託
約

市が締結する農業に関する連携協定（令和３年１１月２９日締結）に掲げる「農業の担い手の確保・育成」の目

的の実現のため、以下の項目について検討を行う。
内

・農業学校開設に向けたヒアリング等の実施

・学校のコンセプト等スキームについての検討
概 要

・学校開設・運営に係る費用の検討容

株式会社舞台ファーム
名 称

相

手 代 表 者 代表取締役社長　針生　信夫

方 宮城県　仙台市若林区　日辺字田中１１番地
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

　本業務は、市内の農業担い手の確保及び人材育成を目的とし、市内に農業学校を開設するための多角的な基礎

調査を実施するもの。

　当該業者は、本市の農業の復興・再生の推進のため、市と「協働」で各種施策を推進するための連携協定を締
随

結しており、本協定には農業の担い手の確保及び人材育成も含まれている。

　このことから、農業の復興・再生を市と当該業者の両者の協働で実施していく中、連携協定の目的に沿って業意
務履行ができるのは当該業者のみであることから随意契約とするもの。

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　復興企画部イノベ政策課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20210 0 0 8 3 7

件 名 等 子育て世帯への臨時特別給付金支給事業システム改修業務委託

契 履行場所 南相馬市役所　こども家庭課

種 類 業務委託
約

令和３年１１月１９日に閣議決定された国の「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」において、「子育て

世帯への臨時特別給付金支給要領」が制定されたことに伴い、給付金の支給を行うため、現行のシステムに必要
内

な改修を行うもの。

概 要
容

株式会社日立システムズ　東北支社
名 称

相

手 代 表 者 支社長　井上　望

方 宮城県　仙台市　青葉区本町二丁目１５番１号
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

　当該業者は、子育て世帯への臨時特別給付金支給事業システムの設置業者であり、本業務は、当該システムの

改修業務であることから、業務遂行を正確に行うことができる唯一の事業者であるため、随意契約とするもの。

随

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　こども未来部こども家庭課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030


